（Ｈ25年7月）

· 2016年1月から順次稼動予定の「マイナンバー制度」で何がどう変わる？？
マイナンバー法（通称）が2013年5月に衆議院と参議院でそれぞれ可決したことにより、マイナンバー制度の導入が正式に決定されました。導入スケジュールと主な内容は以下のとおりです。

2015年10月　市町村から12ケタの個人番号が記載された「通知カード」（紙）が、住民基本台帳に登録されている人（外国人を含む）全員に郵送されます。
2016年 1月　希望者に対して市町村の窓口で、番号情報が入力されたICチップと顔写真、そして住所、氏名、生年月日、性別が記載された「個人番号カード」の発行が開始されます。住民全員が所持可能な顔写真付のカードであることから、災害時の本人確認や日常的な身分証明書としても活用することができます。また、将来的には、現在別々に持っている健康保険証や介護保険証、年金手帳等をこのカードに集約することも検討されています。一方、行政機関での事務手続き面では、各種手当の支給申請に当たり、添付しなければならない住民票等が省略可能となります。
2017年 1月　国の機関の間での情報連携（税や社会保障の個人情報をやりとりすること）から開始し、地方公共団体との情報連携へと拡大させることで一層の事務手続きの効率化が図られます。それと同時に、個人情報のやりとりのチェック機能として、住民一人ひとりがインターネットで自分の情報を確認できる「マイ・ポータル」というサービスが開始されます。主なサービスとして、行政機関が持っている自分の個人情報（例えば税務署が記録している収入や納税額、住宅ローンの借入金残高、扶養家族、証券取引などの情報、各種社会保険料の納付情報など）の確認や自分の個人情報へのアクセス記録（いつ、誰が、何の目的でアクセスしたのか）の確認ができるようになります。
マイナンバー制度の導入は、会社の事務手続きにも影響を与えます。2016年1月以降に新たに社員を採用して社会保険等に加入させる際は、その書類に本人や扶養家族の個人番号、それと会社の法人番号（個人番号と同時に国税庁長官によって付与された番号）を記載しなければなりません。また、2016年1月以降に生じる所得に関する源泉徴収票等にも同様にそれぞれの番号を記載しなければなりません。すべての書類というわけではありませんが、マイナンバー法の影響を受ける書類に関しては、当人から個人番号の提供を受けて誤りなく記載するひと手間が必要となります。
そもそもマイナンバー制度導入の目的は、急激に進む少子高齢化社会に対応し、安定した社会保障制度を実現することにあります。そのためには、給付と負担の公平かつ明確性の確保、住民の利便性の確保、そして行政の効率化・スリム化を行う必要があります。その実現に向けて、今まで国や自治体がバラバラの番号で管理していた個人情報を一元管理することの意義は大きいといえます。しかし一方で、何らかの不正行為により情報が漏洩した場合には、一元管理ゆえにそのダメージは計り知れないものとなってしまいます。それを未然に防ぐために、第三者機関による監督や罰則の強化を行うとはしていますが、所詮100％完璧な対策というものはあり得ません。であるならば、漏れたときにその被害を最小限に食い止める手立てを、今から本格的に稼動するまでの間に十分に議論する必要があるといえます。（工藤克己）
